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測量等委託業務公募型プロポーザル方式手続きフロー 

※ 対象業務によっては、実際の所要期間が期間の目安と大きく乖離する場合がありますので、ご注

意願います。 

参加者（技術提案書

の提出者） 

工事執行権者 入札参加条件等審査委員会 学識経験者 

期間 

の 

目安    １ 

対象業務の選定 

 

２ 

 

 

プロポーザル審査

委員会の設置 

 

１ 

入札参加条件等審査委員会 

※随意契約の理由（資格設定要

綱第15条第1 項～第4項） 

 

 

土 

木 

設 

計 

等 

 

7 

～ 

14 
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建 

築 

設 

計 
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14 

日 

４ ５ 

２ 

第１回プロポーザル審査委員会 

※募集要領（案）等の策定 

 

４ ５ 

25

～

40
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約 

40 

日 

 

公告等の確認 

 

５ 

 

募集に係る 

質問など 

 

 

 

６ 

技術提案書の提出 

 

 

公告（技術提案書の募集） 

 

  ５ 
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  ５ 

質問書の回答期限 

  ５ 
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※ 第１回意見聴取の段階で、
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※技術提案書の評価（ヒアリ

ング候補者の選定） 

 １０ 
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一次審査結果 
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○技術提案の特定 
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９ 第２回意見聴取
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技術提案の

説明 

 

１０ 

非特定者 

審査結果の通知 
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審査結果の通知 
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※ヒアリングによる評価（委
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  １０ 

委託者（契約相手方）

の決定、二次審査結果

の通知 

 

 

 

 

入札参加条件等審査委員会 

※委託候補者の審査、（資格設

定要綱第15 条第1 項～第4

項） 

 

 

学識経験者からの

意見聴取 

（１）技術提案書の特定 

※ 第１回意見聴取の段階で、

学識経験者から第２回意見

聴取は必要ないとの意見を

得た場合、省略できる。 

7

～

14

日 

約 

18 

日 

 

 

起  工 

見積合わせの通知 

 

見積合わせ 

   １１ 

契   約 

 

  

土木設計等 計約50～90 日 

建築設計  計約100 日 

１２ 

結果の公表 
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１ 対象業務の選定 

公募型プロポーザル方式の対象業務は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第

16 号）第 167 条の２の規定に基づき、競争入札に適さない業務から選定します。 

対象種別は測量、調査、土木設計、建築設計業務とします。 

 

 

２ プロポーザル審査委員会 

工事執行権者はプロポーザル審査委員会（以下、「審査委員会」と称します。）を

設置します。 

 

（１）審査委員会の構成 

審査委員会は委員長（1 名）、副委員長（1 名）、委員から構成されます。 

審査委員会は工事執行機関に設置され、委員（委員長、副委員長含む。）は

工事執行機関における関係職員で構成されます。この他、学識経験者や工事執

行機関以外の部局（所）の職員を委員に選定する場合もあります。 

特に、建築設計業務の場合には、外部の専門家を委員長とする審査委員会を

設置する場合があります。 

 

（２）審査委員会による事務及び審査内容 

審査委員会は、募集要領、評価項目及び評価基準（配点含む）、技術提案の

テーマ（特定テーマ）及び審査方法を策定します。 

また、審査委員会は、各参加者の技術提案書を審査し、当該業務に最も適し

た技術提案書を特定します。標準的な審査内容は以下のとおりですが、業務に

よっては三次審査まで行う等の場合もありますので、当該業務の公募型プロポ

ーザル方式募集要領をよく確認してください。 

① 技術提案書の審査及びヒアリング候補者の選定    （第一次審査） 

② ヒアリングの実施及び技術提案（委託候補者）の特定 （第二次審査） 

 

 

３ 学識経験者からの意見聴取（１） 

工事執行権者は公募型プロポーザル方式による技術提案書の募集にあたり、募集

要領など（募集要領、評価項目及び評価基準（配点含む）、技術提案のテーマ（特

定テーマ）、審査方法）を定めようとするときには、2 名以上の学識経験者から意

見を聴取します。 

意見聴取の内容は次のとおりです。 

・ 募集要領 

・ 評価項目及び評価基準（配点含む） 

・ 技術提案のテーマ（特定テーマ） 

・ 審査方法（審査委員会における技術提案書の評価方法） 

また、当該意見聴取の際に、当該募集要領に基づいて技術提案書を特定しようと

するときに改めて意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、技術提案

書を特定しようとするときにも学識経験者の意見を聴取します。（「9 学識経験者

からの意見聴取（２）」（５頁）） 



2 

なお、審査委員会に２名以上の学識経験者が含まれている場合、学識経験者から

の意見聴取を省略する場合もあります。 

 

 

４ 技術提案書の募集 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告を、工事執行権者がホームページ

等に掲載します。 

併せて、次の募集要領等をホームページに掲載するほか、手続開始の公告に記載

した方法で周知（配布）します。 

・ 公募型プロポーザル方式募集要領 

・ 特記仕様書（案）（建築設計業務以外。募集要領への「業務仕様」の記載を特

記仕様書（案）の添付で代替する場合。） 

・ 公募型プロポーザル方式募集要領別表１公募型プロポーザル方式評価項目及

び評価基準表 

・ 設計共同体協定書及び設計共同体協定書第 8条第 2 項に基づき定める設計共

同体の分担業務額に関する協定書のひな形（設計共同体の参加を認める場合。） 

・ 質問書の様式（様式 2） 

・ 技術提案書の様式（様式 1、様式 4～8のうち該当するもの） 

公募型プロポーザル方式の性質上、募集要領、評価項目及び評価基準（配点含む）

も各々の業務内容に応じて設定されますので、内容をよく確認してください。 

 

（１）評価項目及び評価基準 

評価項目及び評価基準（配点含む）は、当該業務の業務内容に応じて設定さ

れます。 

 

（２）技術提案のテーマ（特定テーマ） 

技術提案のテーマ（特定テーマ）は、募集要領に明示されます。 

 

（３）参加資格等 

参加資格や質問の方法、技術提案書の提出期限、ヒアリングの方法、技術提

案書が無効となる要件、評価内容の担保に関することなど、重要な事項が募集

要領に記載されていますので、よく確認したうえで参加（応募）してください。 

 

 

５ 募集要領の閲覧、募集に関する質問・回答 

募集要領の閲覧の期間は、公告した日から技術提案書提出期限の日までです。 

募集要領のホームページからのダウンロード以外の配布（手交または郵送）期間

（募集要領に記載。）は募集要領の閲覧の期間とは異なりますのでご注意ください。 

募集に関する質問は、募集要領に記載されている期日までに、様式２「公募型プ

ロポーザル方式募集要領等に関する質問書」により、工事執行権者に質問してくだ

さい。 

様式２「公募型プロポーザル方式募集要領等に関する質問書」は応募（技術提案

書の提出）に必要な様式（「６ 応募（１）提出書類」（３頁））と同様に、募集要

領に記載された福島県のホームページ（事務局ウェブページ）からダウンロードで
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きます。また、同じく募集要領に記載された方法で手交または郵送により入手する

ことができます。 

回答はできるだけ速やかに、遅くとも３日以内には、質問内容と併せて、工事執

行権者のホームページに掲載するとともに閲覧場所において閲覧に供します。技術

提案書提出期限の日まで掲載（閲覧）します。 

 

 

６ 応募 

（１）提出書類 

応募（技術提案書の提出）に必要な様式及び書類は次のとおりです。 

様式類は、募集要領に記載された福島県のホームページ（事務局ウェブページ）

からダウンロードできます。また、同じく募集要領に記載された方法で手交ま

たは郵送により入手することができます。 

様式１   公募型プロポーザル方式提出書類送付書 

様式４   企業実績表 

様式５   業務実施体制 

様式６－１ 配置技術者業務実績表（管理技術者又は主任技術者） 

様式６－２ 配置技術者業務実績表（担当技術者） 

様式６－３ 配置技術者業務実績表（照査技術者又は社内審査員） 

様式７－１ 業務実施方針 

様式７－２ 特定テーマに対する技術提案 

様式８   見積書 

その他の書類（参加資格確認のための書類及び技術提案書の内容の確認の

ための書類） 

業務内容によっては、上記様式の一部が変更になったり、新たな様式が追加

になったり、提出が求められない様式がある場合がありますので、当該業務の

募集要領をよく確認してください。 

 

（２）応募（提出）の方法、期限 

提出書類（様式、参加資格確認のための書類及び技術提案書の内容の確認の

ための書類）を、当該業務の募集要領に示した提出期限までに、持参又は郵送

で提出してください。 

郵送の場合は、提出期限の日までに到着したものを有効とします。（消印有

効ではありません！） 

提出期限の日までに到着しなかったことを理由に無効とした場合、一般書留

又は簡易書留による配達の記録を有さない者の異議は受け付けませんので、ご

注意ください。（注：一般書留又は簡易書留以外で郵送したことをもって無効

にするということではありません。異議申立には一般書留又は簡易書留による

配達の記録が必要だということです。） 

また、応募にあたっては、参加資格確認のための書類及び技術提案書の内容

の確認のための書類を様式と一緒に提出（同封）することを忘れないでくださ

い。 

参加資格確認のための書類及び技術提案書の内容の確認のための書類につ

いては、当該業務の募集要領をよく確認してください。 
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なお、参加資格確認のための書類及び技術提案書の内容の確認のための書類

の例は次のとおりです。 

確 認 の た め の 書 類 の 例 

参
加

資
格

の
確

認
 

測量業者登録証明書（発行官公署において定めた様式によるもの） 

不動産鑑定業者であることを証する書面（発行官公署において定めた様式に

よるもの） 

建築士事務所登録証明書（発行官公署において定めた様式によるもの） 

地質調査業者登録規程による現況報告書の副本（直前年度終了後に提出し、

その確認印を受けたもの） 

補償コンサルタント登録規程による現況報告書の副本（直前年度終了後に提

出し、その確認印を受けたもの） 

建設コンサルタント登録規程による現況報告書の副本（直前年度終了後に提

出し、その確認印を受けたもの） 

参加資格を満たす実績として挙げる業務の契約書等（数量や配置技術者の携

わった立場等、参加資格を満たしていることが契約書の内容だけでは確認で

きない場合は、確認できるだけの書類（テクリス登録内容確認書やＰＵＢＤ

ＩＳ業務カルテ、仕様書、図面等）） 

参加資格を満たす保有資格として挙げる資格の資格証等 

設計共同体協定書（共同体協定書第８条第２項に基づき定める設計共同体の

分担業務額に関する協定書は契約締結後に別途提出） 

などの写し 

技
術

提
案

書
の

内
容

の
確

認
 

実績として記載した業務の契約書等（数量や配置技術者の携わった立場等、

技術提案書の内容が契約書の内容だけでは確認できない場合は、確認できる

だけの書類（テクリス登録内容確認書やＰＵＢＤＩＳ業務カルテ、仕様書、

図面等）） 

保有資格として記載した資格の資格証等 

技術研鑽への取組みに記載したＣＰＤ制度の登録証、証明書又は受講証等 

委託業務等成績評定表 

技術者経歴書（任意様式） 

などの写し 

 

 

７ 技術提案書の審査 

技術提案書の審査は、審査委員会が行います。 

提出された技術提案書（様式 4～8のうち該当するもの）及びヒアリングを基に

参加者の評価を行います。 

   

（１）審査の内容 

当該業務の募集要領（別表１公募型プロポーザル方式評価項目及び評価基準

表）で示した評価項目及び評価基準、評価方法により評価します。 
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（２）審査方法 

審査委員会における技術提案書の審査は、次の手順を標準として行います。 

一次審査においては、提出された各技術提案書を評価し、評点の高い順から

３～５名程度をヒアリング対象者として選定します。 

なお、業務実施体制、見積書（業務によっては審査対象外。）が不適切であ

る場合の無効の審議を行う必要がある場合は、ヒアリング対象者選定の前に無

効の審議を行います。（「８ 業務実施体制及び見積書の確認」参照） 

二次審査においては、ヒアリング対象者からの「業務実施方針（様式７－１）」、

「特定テーマに対する技術提案（様式７－２）」の表現を補足する説明（プレ

ゼンテーション）を受けたのち、各委員が技術提案全般を対象とした質疑を行

ったうえで、各ヒアリング対象者の専門技術力、取組み姿勢、コミュニケーシ

ョン力について評価し、一次審査結果に二次審査結果（ヒアリング結果）を加

え、合計点が最も高い者の技術提案書を当該業務に最も適した技術提案書とし

て特定し、その者を委託候補者とします。 

※ 建築設計業務の場合、二次審査を採点方式ではなく、ヒアリングの内容

を踏まえて、審査委員会の合議又は投票で、委託候補者及び次点の者を選

定する場合があります。 

なお、ヒアリング対象者の説明者は、「業務実施体制（様式５）」に記載され

ている、管理技術者または主任技術者として配置予定の者とします。 

 

 

８ 業務実施体制及び見積書の確認 

業務実施体制及び見積書（業務によっては審査対象外。）は配点の対象ではあり

ませんが、募集要領等で提示した業務の想定規模及び提案内容に応じた内容である

かを確認するため、技術提案書とともに提出していただきます。 

業務実施体制及び見積書が不適切と判断される場合は、審査委員会において審議

のうえ、当該参加者の技術提案書を無効とします。 

なお、見積書は業務委託料の積算の際の参考として用いることがあります。その

場合、募集要領に明示しますので、当該業務の募集要領をよく確認してください。 

 

 

９ 学識経験者からの意見聴取（２） 

工事執行権者は、技術提案書を特定しようとするときに改めて学識経験者から意

見を聴く必要があるとされた案件については、「７ 技術提案書の審査」（４頁）で

評価した結果について、２人以上の学識経験者の意見を聴取します。 

この場合、原則として、技術提案書特定時に意見を聴取する必要があると意見を

付した学識経験者を含めた２人以上の学識経験者から意見聴取します。 

 

 

１０ 審査結果の通知 

（１）一次審査結果 

一次審査におけるヒアリング対象者選定後、工事執行権者から技術提案書の

提出者全員に対して通知します。 

ヒアリング対象者に対しては、併せてヒアリングの実施（日程等）について
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お知らせします。 

 

（２）二次審査結果 

二次審査において特定した委託候補者を契約の相手方として随意契約する

ことについて審議（入札参加条件等審査委員会）し、委託者（契約相手方）と

して決定した後、工事執行権者からヒアリング対象者全員に対して通知します。 

 

 

１１ 契約の締結 

工事執行権者は、委託者（契約相手方）に対し見積書の提出を求め、提出された

見積書の審査の後、契約の締結をします。 

 

 

１２ 技術提案の審査結果の公表 

契約締結後１週間以内に、各技術提案書の審査結果について、提出者の名前とと

もに公表します。 

公表する内容は各項目毎（企業の実績、配置技術者の技術力など）の得点と総得

点

※

とし、提出された技術提案書については、予め当該業務の募集要領で公表する

旨を周知している場合を除き、非公表とします。 

評価結果の公表については、工事執行権者のホームページ等への掲載等によりま

す。 

※ 建築設計業務の場合で、審査委員会の合議又は投票で委託候補者及び次点の

者を選定した場合は、公表できる「総得点」がないので、多数決の賛否の数や

得票数等を審査経過及び講評と併せて公表します。 

 

 

１３ 業務の実施 

技術提案に基づく履行ができなかった場合において、再度の履行が困難あるいは

合理的でない場合は、契約金額の減額、損害賠償の請求、契約の解除、違約金の請

求、委託業務等成績評定の減点等の措置の対象となります。 

また、履行ができなかった原因が申請書類の虚偽記載に基づくものと認められる

場合、入札参加資格制限等の措置の対象になります。 

 

 

１４ 理由の請求・回答 

委託候補者に選定されなかった場合、理由の説明を書面（任意様式）により求め

ることができます。理由を求められた工事執行権者は、その理由を書面により回答

します。 

さらに、その回答に対し不服がある場合、工事執行権者に再苦情の申立をするこ

とができます。この場合、入札制度等監視委員会で審議を行います。 

 


